
平成30年度第１回大阪府環境放射線評価会議　議事録
日時：平成３０年８月７日（火）　15：00～17：00
場所：大阪府災害対策本部会議室（新別館北館1階）
１．開会　　
○事務局：定刻となりましたので、只今より、平成３０年度第１回大阪府環境放射線評価会議を開催いたします。委員、オブザーバー、原子力事業者、関係市町の皆様にはお忙しい中ご出席いただきまして誠にありがとうございます。私は、本日の司会をさせていただきます、大阪府危機管理室防災企画課の国方と申します。よろしくお願いいたします。ここからは着席にて失礼いたします。
なお、本日の会議は公開とし、資料・議事内容等につきましては、後日、大阪府ホームページに掲載させていただきます。

本日の会議にご出席の皆様のご紹介ですが、お手元に配布の「出席者名簿」、「配席図」をもって代えさせていただきます。
なお、本年５月１日に委員が２名交代しましたので、ご紹介させていただきます。
３月３１日をもちまして量子科学技術研究開発機構　関西光科学研究所　保安管理課長の植田委員が異動されましたので、後任として、同じく関西光科学研究所　保安管理課長の関委員にご就任いただいております。３月３１日をもちまして大阪大学の藤堂委員がご退職されましたので、後任として同大学の小川教授にご就任いただいております。小川委員につきましては、本日は所用のため欠席されております。また、委員長代理につきましては、藤堂委員がご退職されましたので、後任として、村田委員にご就任いただきます。なお、泉佐野市につきましては、急遽、他の公務が入ったため、欠席となっております。

それでは、開会に当たりまして防災企画課長の宍戸よりご挨拶申し上げます。

○事務局：あらためまして、こんにちは。防災企画課長　宍戸と申します。私はこの４月に当職に参りまして３ヶ月ですが、ご承知のようにさまざま災害等が頻発しており、なかなか大変なところだな、と実感しています。
まず初めに、山澤委員長はじめ、関係者の皆様方、多数、お忙しい中ご出席をいただきましてありがとうございます。それと今、申し上げましたとおり、６月１８日の大阪北部地震、その後の７月の西日本豪雨につきましては、新聞紙上では中国・四国地方の被害が甚大ですけれども大阪でも少なからず北部地域を中心に被害を受けていまして、今回、本会議を少し延期させていただきましたことを、この場をお借りしてお詫びを申し上げたいと思います。さて、原子力を取り巻く環境につきましては、いろいろな原発の再開、あるいは我々で言うと近大あるいは京大の試験研究炉が新基準の下に稼動を再開した、ということで、自然災害という観点もありますが、こういった観点での府民の関心というのは、大阪に試験研究炉等がそこにあるということがどれだけ知られているか、ということもあるか、とも思いますが、周辺地域の方々は特に関心が高いというふうに感じています。そういった意味ではしっかりと対策を講じることはもとより、適切に監視をして、環境監視の結果を府民に開示していくことが重要ではないか、と考えており、本会議の意義はそこにあるのではないか、と実感しています。今日、限られた時間ですが、本日ご参会のみなさまの忌憚のないご意見を頂戴して、我々の原子力対策に生かして行きたい、と考えていますので、ご議論よろしくお願い申し上げまして、簡単ではございますが、冒頭の挨拶とさせていただきます。よろしくお願いします。
　　　　　　
○事務局：次に配布資料の確認をさせて頂きます。
「次第」に「出席者名簿」、「委員名簿」、「配席図」、そして資料番号がついているものが、資料１「環境放射線監視結果報告書　平成２９年度年報(案)」、資料２「府内各原子力事業所の平成２９年度放射線管理等報告書」、資料３－１「京都大学複合原子力科学研究所における近況等」、資料３－２「近畿大学原子力研究所における近況等」、資料３－３「原子燃料工業株式会社熊取事業所における近況等」、資料４－１「平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）の策定について」、資料４－２「平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」、参考資料「大阪府環境放射線評価会議設置要綱」です。不足はございませんでしょうか。
委員の皆様には、出席確認表をお配りしてありますので、ご署名いただきますようお願いいたします。お帰りの際は机に置いたままで結構です。

さて、議事に入る前に、進行上の留意点を一点ご説明させていただきます。ご発言の際は卓上マイクのスイッチを入れていただき、発言が終わりましたら、もう一度ボタンを押していただきますようお願いいたします。
それではこれからの議事につきましては山澤委員長にお願いしたいと思います。それでは、山澤委員長よろしくお願いします。　
２．議事

（１）平成２９年度環境放射線監視結果について　
○山澤委員長：委員長の山澤です。今般の大阪北部地震では人命が失われ、また甚大な被害を受けた方々にお見舞いを申し上げたいと思います。
早速ですが、次第に従いまして議事を進めてまいりたいと思います。
まず議題１、「平成２９年度環境放射線監視結果」について、事務局から説明をお願いします。　
　
○事務局：大阪府危機管理室防災企画課の曽和と申します。よろしくお願いします。着座にて説明させていただきます。
平成２９年度の環境放射線の監視結果につきまして、前方のスライドでご説明をさせていただきます。スライドには報告書のページ番号を記載しておりますので、ご参照いただければと思います。大阪府の平成２９年度の監視結果について、空間放射線と環境試料測定結果について説明させていただきます。

まず、空間線量率γ線です。
初めに月間平均値ですが、月間平均値については３地域共、特に大きな変動も無く、これまでの平均値と同程度のレベルで観測されています。

続きまして、こちらが月別、地域別の１時間値の最大値です。平成２９年度については１月に熊取町、泉佐野市で若干、高い値が出ています。これは降雨の影響と考えています。　　　　　
　続きまして１時間値の「平常の変動幅」の上限値を超えた件数です。ご覧の通り各地域とも１，０００時間ほど超えていますが、すべての時間帯において降雨が観測されています。考察として、報告書３ページに記載していますが、空間線量率の増加に関しては、降雨による自然放射線レベルの変動が原因、ということで考察しています。
　参考までに、平常の変動幅の下限値を下回った件数を載せていますが、こちらはすべてゼロになっています。　　
続きまして、積算線量と中性子線量率です。積算線量に関しては、過去の値と同水準で自然放射線レベルである、と考察しています。中性子につきましても、すべて検出限界値を下回っている、ということで考察しています。
ここからは環境試料の測定結果です。
まず、大気浮遊じん中の全α・全β放射能濃度の月間平均値です。報告書４ページにありますが、若干の変動は認められますが、自然放射能レベルの変動の範囲内である、と考えています。

続いて、各地域の地区別の最大値です。こちらに関しては、全βが９月に、熊取、泉佐野地域で過去の最大値を上回った所がありましたが、当時の気象条件により若干高くなってしまった、原子力施設の異常はなかった、ということから自然放射能レベルの変動である、と考察しています。　　
こちらが「平常の変動幅」を外れた件数と要因です。ご覧の通り、１０件～２０件程度、外れているものがありましたが、全αと全βの相関係数、βとαの比が良好な関係だったということで、自然放射能レベルで間違いない、と考えています。
これらを踏まえて、全α全βの変動に関しては、気象要因による自然放射能レベル内の変動であると考察しています。

続いて、大気浮遊じん中のγ線放出核種濃度です。大気浮遊じんからは、人工放射性核種は検出されていません。過去には、福島の事故の影響と思われますが、平成２３年度、平成２４年度にセシウムが観測された、といったことがありましたが、それ以降は検出されていません。
続いて、排水・底質中の全β放射能濃度です。こちらに関しては、近畿大学原子力研究所前のマンホールから採った排水試料で過去の東大阪地域の最大値を超えた、ということで０．３６という値が観測されています。上半期報のところでご説明させていただいていますので説明は省略いたしますが、原子力施設の異常は特になく、数値も特段高いわけでもない、ということなので、ご覧のとおり、原子力施設の寄与はないと判断している、と考察しています。
続いて、環境試料中のγ線放出核種濃度のうち土壌です。土壌につきましては過去からセシウムが測定されているという状況で、こちらが過去からの経緯です。

続いて、排水中のセシウム濃度で、平成２９年度については検出されていません。

過去、平成２３年度～平成２５年度にかけては検出されたことがあります。
底質中のセシウム１３７ですが、こちらも平成２５年の１０月までは検出されていましたが、それ以降、昨年度も含めて検出はない状況です。　　　
ということで、環境試料中のγ線放出核種濃度についての考察ですが、セシウム１３７以外の核種が検出されていないということと、土壌から微量のセシウムが検出されましたが濃度は非常に低いということで、主に過去の核実験等の影響が残っているため、と考察しています。
続いて、環境試料中の核種濃度のうち、トリチウムとウランです。こちらについても、平常の変動幅の範囲内で非常に低い、ということで、自然放射能レベルであると考察しています。　
これまでの年報ではここまでなのですが、昨年度、府内の原子力施設、近畿大学と京都大学の試験研究炉が新規制基準の中で約３年ぶりに運転を再開された、ということで、トピックとして報告書の８ページから１１ページにかけて書いています。運転再開の前後で測定値に特に異常は見られませんでした、ということで、記載しています。
こちらも例年通りではないのですが、昨年度、上半期に原子燃料工業、京都大学の方で３件の事故、トラブル等がございました。詳しくは報告書に書いておりますし、上半期報の時にも説明させていただきましたので説明は省略いたしますが、後ほど各原子力事業者から事故の概要等について簡単にご説明があるかと思いますので、こちらでは省略いたします。
３件とも基本的に原子力規制委員会で周辺環境に影響は無かった、というふうに評価をいただいていますし、大阪府のモニタリングの値にも特に施設寄与と思われるような変動はありませんでしたので、年度報にもそのように考察を記載しています。

それから、空間線量率の単位表記についてということで、年報に少し関係ある話題ですが、報告として説明させていただきます。大阪府のホームページにリアルタイムでγ線空間線量率を公表しています。線量率の単位表記はnGｙ/h で出していましたが、国のホームページはシーベルト単位で公表しており、福島事故以降、シーベルトという単位が世間一般的にも知られているということと、緊急時対応においてはシーベルトという単位で避難を判断する関係で、大阪府のホームページについても今年の１月からシーベルトで表示しています。昨年度の評価会議等々でも説明させていただいていた案件ですので中身については省略させていただきますが、すでにこういう形で公表しているという意味での報告です。ホームページの下には注釈で書いてありますが、「モニタリングポストはグレイという単位で測定していますが、このウェブサイトの上ではグレイ＝シーベルトで換算して表示しています」、ということで、原子力規制委員会のホームページと合わせた形で注釈を記載しています。ただ、今回ご議論いただく環境放射線監視結果報告書については、従来どおり線量率はグレイという単位で表記していますし、過去から報告書の後ろの方に単位表記についての説明書きも記載していますので、従来どおりにしています。
ということで、監視結果のまとめということで報告書２ページの上の方、最後のところに書いていますが、基本的には例年通り、「検出された放射性物質は人体に影響を与えない程度のものでした」、ということで結んでいます。また、トピックということで、近大と京大の運転再開について第２段落のところに少し文言を追記しています。その他に関しては例年通りです。　事務局からは以上です。
〇山澤委員長：はい、ありがとうございました。それではただいまの説明に対して、質問、意見等、ありましたらお願いいたします。

ホームページの線量率の単位については、ホームページの方はシーベルトを使うが、報告書の方はグレイを使う、ということでよろしいでしょうか。
○事務局：おっしゃる通りでございます。
〇山澤委員長：委員の皆様方に事前にご意見を伺って、その集約した結果と聞いています。特に問題は無いかとは思います。ただ、単位についてはかなり難しいところがあって、後ろの方に説明があるのですが、吸収線量と実効線量、実効線量のシーベルトだけではなくてサーベイメータで測ると１ｃｍ線量当量のシーベルトというのがよく使われているのですが、これもまた違うので、ちょっと悩ましいところです。

まあ、一番原理に近くて正しいのはグレイの表示なのだと思いますので、今のままでよろしいかと思います。　他に何かありますでしょうか。　　
報告書１２ページに事故で数件の記載がありますが、こういった事例があった場合にこの委員会との関係をどう考えたらいいのか、今回ちょっと悩んだところでして、この委員会では判断する機会がなかったと思います。今回の場合、周辺への被害はなかった、というのは明らかだったようですが、その辺での確認をするような考え方、仕組みのようなものが必要な気がしたのですが、その点いかがでしょうか。　　　
○事務局：今回については、平成２６年度までは年２回、夏の時期と冬にこの会議を開催しておりまして、平成２７年度から基本、原則として年１回夏だけという形にさせていただきました。冬につきましては、上半期の測定結果に異常があった場合に開くかどうかを委員長と協議の上、決めるという形で整理させていただいておりましたので、今回につきましてもそれにのっとった形で、まず山澤委員長に「基本的に測定結果に異常はありませんでした」と、その旨ご説明させていただいた上での書面開催とさせていただきましたが、そうではなくて事故やトラブルがあったタイミングで何か情報提供させていただいた方が良い、という意味合いでしょうか。　
〇山澤委員長：そうです。開くか開かないかの判断の際に、環境モニタリング結果で何も出なかったから、という事例だと思うのですが、環境に影響が有り得るトラブルが発生した場合については何らかの連絡があって、「こういう状況です」「それだったら開かなくても良いですね」というそういうプロセスが必要じゃないかな、という気がします。
○事務局：我々も何か値に変動が少なからずあれば、やはり専門家の先生にご意見を賜りたい、と思っていますので、今後、何か事案が起きて変動があった、これについては現象として施設の寄与なのかどうかというところで疑義が生じた時には情報提供させていただくという形をとらせていただこう、とは思うのですが、そういう形でよろしいでしょうか。
〇村田委員：８月に事故が起こった時に、委員長には「こういう結果ですけれどどうしましょうか」、というアナウンスが無く、半期でのタイミングの時に委員長に「今回はどうしましょうか、ちなみに８月にこういうことがありました」、という感じになっていると思うのですが。　　
○事務局：今回については上半期のタイミングで「８月、９月にこんなことがありました、測定値に特に変動は見られませんでした」、という形でまとめて報告していますが、事故やトラブルの直後に報告させていただいてはおりませんでした。　
〇村田委員：それは今回、そもそも数値が低かったので問題は無いかな、ということで、その定期的な半期の報告まで委員長には話されなかったということですね。
○事務局：そういうことでございます。
〇村田委員：それではもし高い値が出た時には、速やかにまず委員長に報告する仕組みがあるのでしょうか。
○事務局：実際のところ、事故、トラブル前にあるかどうかというと、仕組みは現状ではない状況です。何か書いたものがあるという状況ではなくて、その時々の判断ということにはなります。
〇村田委員：その判断は事務局でされるということですか。

○事務局：そういうことでございます。

〇村田委員：それを言い換えれば、それは事務局ではなくて、委員長にも判断していただかないといけないのではないでしょうか。

○事務局：お手元の会議設置要項にありますように、なぜこのようになっているのか、といいますと、第５条に「この会議の開催は防災企画課長が招集する」とあり、われわれの範疇でこの会議を召集する、ということに要綱上はなっています。
異常値が出ていなくて影響がないと断言できるものについては事後報告とさせていただきたいと思いますが、今、ご指摘がありました通り、何か事故・トラブルがあって周辺に影響が出る異常値が出ている懸念が発見された場合、グレーな場合、少し判断に困る場合は、委員長に一度ご相談の上、会議開催の是非も含めて相談させていただいた上で、必要なら開催するという方法ではいかがでしょうか。
〇山澤委員長：それで結構だと思います。悩ましいな、よくわからないな、という場合はご相談いただくということで、完全に大丈夫だろう、と判断できる場合は普段どおり進めていただくということです。いかがでしょうか。
はい、ではそのようにお願いいたします。後は他にないですか。
○高岡上席専門官：規制庁の高岡です。報告書の２５ページ、２６ページの浮遊じんの測定結果の変動幅の超過数が、うまくいっている時はパラパラという感じで発生しました、という状況ですが、近大グランド局だけ下期になってからだんだん多くなってきている印象なのですが、何か理由があってこうなったのか、あるいは理由不明なのでしょうか。
〇事務局：監視員の林です。近大グランドの場合、毎年、１０月ぐらいからα･β濃度が上がり始める傾向にあります。１０月・１１月・１２月と、１月・２月・３月では濃度上昇の原因は異なるのではないか、と思っているのですが、データ上では正確な原因は把握できていません。根拠の無い話ですが、２月、３月あたりは黄砂等の影響ではないかと思うのですが、１０月、１１月、１２月の上昇の原因はよくわかりません。傾向的には秋口から上がり始め、毎年同じようなパターンを描いています。
○高岡上席専門官：ありがとうございます。ということは毎年同じような傾向だ、と理解します。後でまたご説明させていただく平常時のモニタリングの話でも少し触れたいな、と思っていたので、その関連で質問させていただいたものです。
〇山澤委員長：以前に全βが高い場合について、少し調べていただいたことがあって、その際に風が弱いような状況が生じると全βが高くなるという解析結果が出ておりますので、多分、１０月、１１月になり、内陸側で少し風が弱いような状況になるとラドン、トロン系の壊変生成物が少し多めに見えてくるということなのかな、という気がしています。他にありませんでしょうか。よろしいでしょうか。
では、報告書自体については特段ご意見がないようでしたので、このまま報告していただくということでよろしいでしょうか。では、そのようにお願いいたします。　
（２）平成２８年度放射線管理等報告書について　

〇山澤委員長：続きまして議題の２、「平成２９年度放射線管理等報告書」について、各原子力事業者の皆様からご説明をお願いいたします。
まず、高橋さんからお願いいたします。

○髙橋准教授：京都大学複合原子力科学研究所・高橋と申します。この４月から、京都大学原子炉実験所から名前を変更して、京都大学複合原子力科学研究所という名前になっています。
昨年度の放射線管理等報告書について報告いたします。先ほどご説明がございましたように、ＫＵＲ、ＫＵＣＡとも昨年度から新基準に対応、合格して運転を開始しています。排気あるいは排水について放射線管理等報告書にまとめていますが、検出されているのは排水に含まれているトリチウムです。これについては、以前、平成２７年１月に一度、重水漏洩があり、重水を回収しました。その回収したトリチウムは平成２８年度中にすべて液体廃棄物として廃棄しましたが、まだＫＵＲ原子炉の中にはトリチウムが残存していますので、ＫＵＲから回収された液体廃棄物中にはトリチウムがまだ含まれています。そのため、平成２９年度の液体廃棄物から、まだトリチウムが検出されている、ということです。
また、後ほど説明させていただきますが、平成２９年９月２０日に重水熱中性子実験設備からの重水漏洩が発生しました。発生後にトリチウムを回収し、その回収したものは平成３０年度の第１四半期に廃棄しました。
ですので、平成２９年度以後の液体廃棄物中のトリチウムについては、前回の重水漏洩に起因したものです。以上です。
　　
○山澤委員長：はい、ありがとうございました。続きまして山西先生お願いします。
○山西教授：近畿大学の山西です。よろしくお願いします。お手元の資料の１２ページです。近畿大学原子炉研究所の施設も平成２９年４月から運転を再開しています。結果ですが、上半期のところ１０ページにありますように、排気口のガスのβ線については検出限界以下です。排水口の方は主には空調のドレーン水で、空調ドレーン水込みの値で示しています。いずれも低レベルということで問題無いという結果でした。
それから下半期、下半期は１２ページですが、下半期も排気口のガスβはご覧のように検出限界以下ということですし、排水の方は空調のドレーン水が秋から冬にかけてありませんでしたので、排水なしということでした。以上です。　　　
○山澤委員長：はい、ありがとうございました。
続きまして、松浦さんお願いします。
○松浦部長：原子燃料工業の松浦です。よろしくお願いいたします。お手元の資料の１３ページに弊社の放射線管理等報告書が記載されています。弊社の施設、排気、排水については２ヶ所を測定しています。１つは燃料の生産を行なっています第２加工棟、もう１ヶ所は廃棄物の焼却をしています第１廃棄物倉庫で、この２ヶ所とも排気、排水については検出限界以下となっています。申し遅れましたが事業所の操業状態については、昨年１月から燃料生産を始めていましたが、８月１０日に、後ほどご説明させていただきますが、酸化ウラン粉末の漏洩がありましたので、一度生産を止め、その後、原因究明の対策を行なって、２月下旬から生産を再開している状況です。
　　下期につきましても同様に排気、排水については、１６ページに記載していますが、半期を通して検出限界以下となっています。以上です。
○山澤委員長：はい、ありがとうございました。
ただいまのご説明に対して、ご質問等ありましたらお願いします。
私から1点だけ。京大炉の先ほどの報告書の２ページ目のところで、重水が漏れたということですが、その影響はどこに現れているのでしょうか。
○髙橋准教授：９月に事象が発生いたしまして、その後、９月から１０月にかけて排出を行ないました。９月、１０月の排水中のトリチウム濃度に影響が出ています。
　　　
　○山澤委員長：ありがとうございます。よろしいでしょうか。
（３）各原子力事業者における近況等について
　○山澤委員長：それでは次の議題に移りたいと思います。議題３「各原子力事業者における近況等について」ですが、各原子力施設の稼働状況、普及・啓発事業の実施状況等について、各原子力事業者の皆様から説明をお願いしたいと思います。

では高橋さん、お願いいたします。
○髙橋准教授：資料３－１について京都大学より説明させていただきます。
京都大学における施設の稼働状況ですが、ＫＵＲについては、２０１４年５月２６日から施設定期検査期間となり、この期間中に新規制基準に対応するため運転を停止していましたが、昨年２０１７年８月２５日付けで施設定期検査の合格証が交付され、翌週の８月２９日より３年３ヵ月ぶりに利用運転を開始しました。この利用運転は２０１８年２月１５日に終了して、２月１９日から施設定期検査期間となっております。現時点では明日、あさってが最後の定期検査となっていまして、これに合格すれば、８月２１日から利用運転を開始する予定です。　
　なお、昨年度のホウ素中性子捕捉療法、癌治療のひとつですが、による医療照射の実施件数は３７件となっております。

　　続きましてＫＵＣＡ、小さい方の原子炉ですが、こちらも２０１４年３月１０日から施設定期検査期間となり、新規制基準に対応するため運転を停止していましたが、２０１７年６月２０日付けで合格証が交付され、翌日に利用運転を開始いたしました。ちなみに運転は今年３月９日で終了して、３月１２日から施設定期検査期間となりました。７月４日付けで施設定期検査の合格証が交付され、７月６日から今年度の利用運転を開始しました 。なお、昨年度のＫＵＣＡを用いた学生実験には全国から約１５０名の大学院生が参加しました。　

続きまして、事故等事案について、こちらについては皆様に多くのご心配、ご迷惑をおかけしたことを改めておわび申し上げます。
まず、ＫＵＣＡスタックダストモニタのろ紙送りの不調について、ＫＵＣＡのスタック（排気口）に設置されているダストモニタのろ紙の定期交換を実施しようとしたところ、ろ紙は４ヶ月ごとに交換しているのですが、前回に交換したろ紙がほとんど動いていないことが判明しました。すなわちこの期間についてはスタックのダストの測定がされていなかったということが判明しました。別の複数のモニタの指示値には異常はなく、ＫＵＣＡの運転も特にトラブルがなかったことから、異常な放射性物質の放出等の可能性はありませんでした。ということで、この期間、運転中の放射能漏れや周辺環境への影響はなかった、ということは確認していますが、放射線管理機器を正常に維持するための点検が不十分であったことから、第２四半期分の保安検査において「保安規定違反（監視）」という判定がなされました。　　
続きまして、重水熱中性子実験設備からの重水漏洩です。
重水熱中性子実験設備というのは先ほど説明しました、ホウ素中性子捕捉療法に用いるものですが、２０１７年９月２０日に重水熱中性子実験設備のトリチウムモニタの警報が発報しました。トリチウムモニタは重水が漏洩した際に重水の中に含まれているトリチウムを検出することにより重水の漏洩を検出する仕組みになっています。このモニタが発報したことから、捜査したところ、配管のフランジから漏洩があったということで、本事象の原因である配管のフランジ接続の施工手順及びアルミフランジの補修方法・防蝕対策を見直した上で、漏水箇所の補修と復旧作業を完了し、１０月２４日から改めてＫＵＲの利用運転を再開しました。今回の漏水箇所は放射線管理区域内であり、放射性物質トリチウムの濃度も法令に定められる濃度限度を十分に下回っていることを確認しており、本事象による人への被ばく及び周辺環境への影響はありませんでした。　　

それと、環境への影響という観点からは影響がありませんので報告書には記載していませんが、２０１８年１月２３日にＫＵＲが出力１,０００ＫＷで運転中に「交流電源の異常」信号により自動停止しました。その際、ＫＵＲは安全に停止し、炉室内外の放射線量も通常の値で問題ありませんでした。その後の調査により、自動停止の原因はスクラム信号を発する回路内のリレーの誤作動であることが判明しました。そのため、１月２６日に当該スクラムに関係するすべてのリレーを交換し、スクラム作動確認を行った結果、正常に復旧したことが確認できたことから、原子力規制庁との面談にて確認を受けた後、１月３０日からＫＵＲの利用運転を再開しました。
なお、再発防止策については、今回の施設定期検査の中で検査計画の見直し、特別点検の追加等で対応する予定です。　　
続けて住民広報も一緒に。毎年この時期に実施している一般公開を平成３０年４月７日、桜公開を４月８日に開催して、それぞれ２２６名、１９７名のご参加をいただきました。見学施設は原子炉棟、イノベーションリサーチラボラトリ、廃棄物処理棟となっており、その他、図書棟会議室においてこのような技術の紹介、ロビーでは模型やパネルの展示、事務棟会議室では実験教室を開催しました。　
今後ともこのような機会を通じて、地域住民の皆様をはじめとした多くの方々に、原子力とそれを支える基礎的な科学への理解の場を提供して、当研究所における研究・教育活動についてご理解とご協力が得られるように努力してまいりたいと思います。

最後に、今回の一般公開・桜公開の開催にあたり皆様にご協力いただき、感謝の意を表します。以上です。　
　○山澤委員長：はい、ありがとうございます。では続きまして山西先生お願いします。

○山西教授： 近畿大学の山西です。資料３－２をご覧ください。今年度の運転と施設の公開予定を書いています。今年度の運転の予定しか書いていないのですが、平成２９年度の様子について少しお話したいと思います。
２０１７年３月１７日に合格証を受けました。合格証というのは、施設定期検査と使用前検査での合格証です。それで運転を再開することができました。２０１７年４月１２日から利用運転を再開して、２月まで運転しました。その運転の内容としては大学での教育とか、大阪大学を窓口とした共同利用ということで共同研究にあてられました。２月から３月の半ばまで定期検査が行なわれ、合格して、この２９年度の４月から運転をまた再開しています。ここに書きましたように今年度の運転の予定としては、原子炉の体験実習ということで各大学から、それから理工学部の原子力学科の環境コースの学生実験ということで予定しています。そして共同利用、所内利用ということで、共同利用の件数としては１８件で、運転の予定としては５８日です。さらに教員を対象とした研修会ということで７月と８月に進めています。　
施設定期検査、施設自主検査は２０１９年２月、３月に行ない、立会検査は３月の予定です。ですが、口頭で申し上げますと、この６月中旬から原子炉は運転ができない状態です。と申しますのは、原子炉の運転の出力調整用の調整棒というカドミウムの板を上下させる駆動用のものがあるのですが、駆動用モーターが不調で今、修理中です。なんせ、できた当時からのモーターで、一番動く、上下させるモーターですので、古いということと、小さいものなので、モーターの修理にいろいろ手を尽くしてはいるのですが、修理を開始するにはまだ至っていない状況です。
原子炉の安全性という観点からすると、停止系とは関係の無いところでの駆動用のものなので、安全性という点ではほとんど関係がないのですが、うちの施設の考え方として、施設の定期検査を受けた機器でもあるので、その機器が健全であり、修理が完了するということがない限りは原子炉の臨界を取るような運転はできないだろう、という判断で修理を待っている状態です。

続いて施設公開の予定ということで、大学の方では高校生を中心に対象としてオープンキャンパスを設けています。このオープンキャンパスは高校生に限らず、地域の住民の方にも来ていただきますので、このように開催しています。回数としては少ないのですが、１日３回、各回２０名ということで開催しており、７月２２日は確か５０名ぐらいの参加がありました。その他ですが、大学祭の期間中に、今年は１１月３日ですが、学生企画として原子炉見学を計画中です。以上です。
○山澤委員長：はい、ありがとうございました。続きまして松浦さんお願いします。
○松浦部長：続きまして原子燃料工業熊取事業所の近況についてということで、昨年７月以降の状況について説明させていただきます。まず操業状況について、平成２９年７月に生産を再開しましたが、８月１０日に酸化ウラン粉末漏えい事象を発生させてしまいました。本件については、地元の皆様、関係する皆様に大変ご迷惑をおかけいたしまして、この場をお借りしておわび申し上げます。その後、原因究明・対策のためにペレット製造工程を中断していましたが、対策実施後の平成３０年、今年の２月下旬以降、ペレット生産を再開しました。
今後の予定としては、平成３０年１２月以降に新規制対応工事ということを予定しており、その直前の１１月半ばまで、昼夜勤務体制で燃料生産を行っているところです。現状としては、この予定生産数量２６４体のうち、４０％程度の製造を計画通り完了しています。引き続き、万全な安全管理体制のもと、無災害で生産を進めてまいりたいと考えています。
次のページについては、法令報告事象・酸化ウラン粉末漏洩について、ということで、トラブル内容について説明いたします。
事象の概要としては、燃料を製造している第２加工棟内のペレット加工工程に、ペレットにプレスする前に粉末の状態を調整する粉末混合機という設備があります。昨年８月１０日にその上に酸化ウラン粉末が漏えいしているのが発見されました。
回収した粉末重量は約１９ｇで、法令報告事象としてウラン重量で２．５７ｇというのが基準値となっており、これを超えるということで原子力規制庁に法令報告事象として報告しています。
本件については、確認した作業者はマスクをしており、身体汚染や内部被ばくについても検査を行い、汚染がないことを確認しています。またモニタリングポストや排気用モニタについても平常値の範囲ということで、周辺環境への影響もなかったということについて確認しています。
原因については、当該設備は酸化ウラン粉末を非密封の状態で扱う設備ですが、その閉じ込め機能が劣化して漏洩してしまった。そういったところの設計及び設計管理が当時不備であった。また漏洩した場所が通常の保守点検では見にくい場所であり、設備保守管理の点検の不備があった。さらに劣化して弱くなった設備に今回、作業者が接触したということもあり作業管理についても不備があった、ことが原因と判断しています。
ページをめくりまして、再発防止対策としては、設備設計管理の改善と当該設備の改造を実施しています。また、設備保守管理についても今回のように非密封のウランを閉じ込めて扱う設備についての保守管理の点検方法の改善をすべての設備について行なっています。あと、作業管理において、上記関連部署の情報共有の改善ということに加えて、類似設備について総点検を行なっています。
これらの対策を実施して、改造工事終了後、原子力規制庁の使用前検査を受けて、平成３０年、本年の２月２３日に合格証が発給されたことで、ペレット工程を再開した、という状況です。
続きまして５ページ目の新規制基準適合について説明いたします。新規制基準の対応取り組み状況ですが、平成２６年に加工事業変更許可の申請を行ないまして、本年３月２８日に変更申請の許可を取得しました。今後、工事を開始するための後段の許認可申請準備を進めているところです。　　　
工事内容の例としましては、地震対策のための加工施設の壁補強と、一部の建物については新設を行ないます。竜巻対策については、飛来物が衝突するおそれのある外扉に防護壁等を設けるなどの対策を予定しています。火災・爆発対策については、近隣の道路のタンクローリー等の爆発を想定して、それらの影響を受けないような加工棟の壁の増し打ち、アンモニアガス基地やボンベ庫を加工施設から離す、といったような対策を予定しています。　　　　
その他にもソフト対策として、手順書の整備や訓練等も今後、実施して行きます。
最後に６ページ目に、地元への啓発活動として、京大とも連携して一般見学会を実施しています。私たちは４月７日に一般見学会を実施して、１２３名の方にご来場いただきました。その他にも熊取町主催の行事への参加や、地元の中学校の学生の職業体験学習等についても活動を実施しています。以上です。
○山澤委員長：はい、ありがとうございました。ただいまの説明に対して質問等、ありましたらお願いします。　よろしいでしょうか。
高橋さんすみませんが、先ほどのＫＵＲのところですが、これはＢＮＣＴをメインで使われているのでしょうか。
○髙橋准教授：いえ、ＢＮＣＴのみに使用しているわけではなく、実験等にも使用しています。重水熱中性子実験設備はＢＮＣＴで中性子を減速させるために使っていますが、ＢＮＣＴや実験等をしている時に重水が漏洩したということではなくて、運転していない時に漏洩が発生しました。
○山澤委員長：原因はフランジから漏れていたということと思うのですが、施工がまずかったのか、防食がまずかったのか、その原因は同定されているのでしょうか。
○髙橋准教授：漏洩した場所はフランジで、施工管理に若干ミスがあったことを確認しています。その他、２０１５年、平成２７年１月にも一部漏洩がありまして、その時もフランジの補修で若干ミスがありました。
○山澤委員長：では施工に不具合があったことがメインで、防食処理自体は問題なかったと。
○髙橋准教授：今回のものではなかったと考えられるのですが、念のため、防食も含めて今回見直したということです。
○山澤委員長：はい、わかりました。ありがとうございました。
　他に何かありますでしょうか。よろしいでしょうか。

　はい、どうも説明ありがとうございました。

（４）平常時モニタリングについて（原子力災害対策技術指針補足参考資料）
　○山澤委員長：最後の議題になります。議題４「平常時モニタリングについて（原子力災害対策技術指針補足参考資料）の策定」についてです。
平常時モニタリングの技術資料として、これまでは、旧原子力安全委員会の「環境放射線モニタリング指針」が用いられてきましたが、今年の４月に平常時モニタリングについて、原子力災害対策指針の補足参考資料として、改めて位置づけられました。平常時モニタリングに関しての動きがありましたので、内容について、オブザーバーの原子力規制庁　髙岡 上席放射線防災専門官にご説明いただきます。

　よろしくお願いいたします。　　　　
○高岡上席専門官：それでは資料に基づいて説明いたします。資料は資料４ー１，４－２です。今回の参考資料そのものは資料４－２です。資料４－２を発行するにあたり原子力規制委員会の方で資料４－１という形にして、平成３０年４月４日に委員会を開催して、こういうのを発行します、ということで、発行しました。
策定の経緯について、資料４－１から説明します。平常時モニタリングについては旧原子力安全委員会がまとめていました環境放射線モニタリング指針というものがあります。但し、これは福島の事故等、指針の見直しが行なわれておらず、最新の知見を踏まえた平常時モニタリングの実施方法を示していなかったので、それを示していく必要が出てきました。これを踏まえて、原子力災害対策指針に明確化されていた平常時モニタリングの基本方針、これは下の方の（参考）のところ、少し違う字体で小さな字で書かれているところですが、緊急時モニタリングの体制準備、緊急時モニタリングの事前対策ということで、平常時モニタリングを適切に実施する必要があると指針に書かれています。②の方でも地方公共団体は国の技術的支援の下で、平常時モニタリングを適切に実施する、事業者は平常時モニタリングに協力する、と指針にうたわれています。こういう指針の基本方針を受けて、昨年２０１７年６月、２０１７年１０月に第４回、第５回環境放射線モニタリング技術検討チームを規制庁で開催しました。そこで議論をして具体的な実施内容について検討を行なった後、関係の地方公共団体とか、業者の方にご意見を聴取した上で、今般、平常時モニタリングについて原子力災害対策指針の補足参考資料としてとりまとめて発行したところです。
今回、策定した方針の補足参考資料は、今は発電用原子炉施設のオフサイトを対象とした平常時モニタリングの目的、実施内容等を記載したもので、大阪府下の加工施設や試験研究炉は対象ではありませんが、目的には似たようなところも出てくると思いますので、今回、ご紹介させていただきます。なお、４ページの最後に、試験研究炉、加工施設等については、今後、環境放射線モニタリング技術検討チームにおいて検討を進め、本補足参考資料に追記していく、という形で予定しています。従って、今回の内容は特に今すぐにということではありませんが、参考として発電用原子炉に対しての平常時モニタリングはこういう考えで、今後やっていきます、というところをまとめたものでご紹介させていただこうと思います。
元に戻りまして、１ページの裏側、２ページです。平常時モニタリングの目的というところですが、その目的は従前の環境放射線モニタリング指針にうたわれていたものから大きな変更はありません。４つあります。
１つ目が、周辺住民等の被ばく線量の推定及び評価ということです。こちらは周辺住民等の健康と安全を守るために、平常時から施設起因の放射線、放射能による被ばく線量を推定し、評価していきましょう、ということを目的としています。
２つ目の目的が、環境における放射性物質の蓄積状況の把握ということで、平常時から蓄積状況を把握しておきましょう、ということです。

３つ目は、施設からの予期しない放出の早期検出です。当然ながら事業者は自らの施設の放出を自らの責任において監視していただいているのですが、それ以上に周りの自治体の方でも監視をしておこう、ということで、予期しない放出の早期検出を目的に平常時モニタリングをしましょう、ということです。

４つ目が、緊急事態が発生した場合への平常時からの備え、ということで、緊急事態の実施体制をちゃんと備えておきましょう、ということを目的としています。
（２）のところですが、この環境放射線モニタリング指針では、過去の環境放射線モニタリング指針では具体的な内容は示していたものの、目的ごとに実施すべきモニタリングがあまり示されていなかったので、今回、この平常時モニタリングの最初で述べました４つの目的ごとに必要な実施範囲、実施内容等について整理しました。

今回、新たな実施事項として追加したのが、予期しない放出の早期検出ということを目的に、大気中の放射性物質濃度の連続測定等を記載しました。

こちらの大阪府の今の体制ではダストモニタを用いて早期検出もされているところですが、全国の発電所を監視している各県ではまだそういうことがされていない所もありますので、一律に、こういう形で早期検出をできる大気モニタを用いなさい、測ることによって早期検出できる体制を構築してください、というところを示唆しました。　
次のページ、３ページになりまして、表１に平常時モニタリングの実施範囲と実施内容をまとめています。目的４つに対して、どれくらいの範囲の所でどういうことをやります、ということをここでは簡単に書いています。参考までに、発生時に緊急時の対応をしなければならないエリアとしては今、３０ｋｍということを考えています。従前、福島の事故以前は１０ｋｍという形でしたが、今回の事故の影響範囲等々を考えて３０ｋｍということを考えており、その中でどれくらいの距離数のところまで、発電所を地元に抱えている自治体がやらねばならない範囲はこれくらい、ということを書いてあります。

まず、被ばく線量の推定は１０ｋｍ圏内でやりましょう、空間線量率を測りましょう、大気中の放射性物質を測りましょう、環境試料中の放射能を測りましょう、ということをうたっています。　　
蓄積状況の把握も、施設から１０ｋｍ以内ということを考えています。
予期しない放出の早期検出は施設から５ｋｍ以内ということを考えており、空間線量率で見ましょう、大気中の放射性物質の濃度を監視していきましょう、排水中の放射性物質の濃度も監視していきましょう、という、この３本をやりましょう、という形でまとめています。　　
最後尾に持ってきた、緊急事態が発生した場合への平常時からの備えということで、これは緊急事態に対応しなければならないエリア３０ｋｍに対してやりましょう、というふうにまとめており、空間線量率の把握や、環境試料中の放射性物質の濃度は平常時、事故の無い状態でこれぐらいです、というのを抑えておきましょう、事故があった時の影響かどうか区別できるようにあらかじめこういうものを抑えておきましょう、というような形で平常時モニタリングの目的の中の１つとして実施してもらう、という形を考えています。


　それから、下の方の（３）ですが、原子力施設起因の影響の弁別方法と書いています。これは何のための話かといいますと、周辺住民の被ばく線量の評価をするにあたって、その評価のトリガーになるのは施設起因があったら評価しましょう、というような形を考えています。施設起因があるかないかはこうやって判断していきましょう、というようなところをフローでまとめております。フローにつきましては、本文の解説の中にもまとめています。そのひとつとしてこちらに挙げているのを紹介させていただきますと、通常の測定をしていますと、今回も平成２９年度の結果を見させていただいたような形で空間線量率をずっと見ています、平常時の変動幅を超えていますか、超えていませんか、超えていなかったら特に何もないですね、施設起因はないでしょう。それがもし超えていたら施設の異常かもわからないので施設側の測定値の異常はどうなのか、というのを確認しましょう。施設から明らかに何か超えたものが放出されていたというのなら、それはそれで施設起因の現象があったので、線量評価しなければなりません、ということで、ＹＥＳの方のラインに進みます。　

それもないですね、ということなら、気象の影響とか、今回、大阪府に見ていただいたように線量が平常の変動範囲を超えていましたが全部雨でした、ということでしたら、それは自然の影響ですね、施設起因であることを考えた時の線量評価はしなくて良いでしょう、というところで影響があったらということで、ＹＥＳの方のラインで下へ行って戻っていく、ということになります。後は測定装置の異常とか、外部要因とか、外部要因というのは医療とか産業とかで放射線を使ったその影響があるのか、というようなところで、そういうものでしたね、ということでしたら、現状のままです。でもそういうのをすべて否定できません、何かよくわからなかった、というのなら、施設の一応の可能性は否定できなかったということで線量評価はしておきましょう、というような形です。だから、線量評価は平常時の変動幅を超えたところだけを評価しておきましょう、というようなところをこの図では書いています。
　それから下の段のダストモニタの測定値の上昇というところです。こちらも先ほどの新たに追加した項目、２ページの（２）のところでも説明いたしましたように、新たな実施事項として、予期しない放出の早期検出のために大気中の放射性物質濃度を連続監視しましょう、ということを書いています。連続監視をしています、じゃあその結果はどうだったのか、というところを見ておきましょう、ということで、ここでは確認開始設定値という形で書いています。例えば過去の平均値の３σの値を超えているか、超えてないかを見ましょう。超えていたら施設の測定値に異常があったのか、なかったのか、自然の影響はあったのか、なかったのか、測定器の異常はなかったのか、というようなところを考慮して、それでも否定しきれない場合は何かあったのかもわかりません、ということで被ばく評価はしておきましょう、という形にしています。ですから、今回、近大グランド局で下期に結構な超過をしていましたが、こういうフローで例えば何もなかった、というようなところを調べていただくような形になる、と思っているところです。　
　　それで４ページに先ほど少し述べたところを書いており、周辺住民等の被ばく線量の推定及び評価の実施方法ということで、従前の環境放射線モニタリング指針では一年間の線量限度を十分に下回っていることを確認することとしていました。今回、補足参考資料としてまとめたところでは、平常時モニタリングの結果が平常の変動幅内であることを確認して、平常の変動幅を超える場合で、かつ施設起因もしくはその可能性が否定できないような場合はその線量を推定しておきましょう。その比較する数値としては、例えばここでは発電用原子炉施設周辺の公衆の受ける線量目標値で５０μシーベルトというものがありますので、これと比較してどうなのか、というところで評価します、というやり方を提示しています。
　それから（５）のところですが、平常時モニタリングの結果の品質保証というところで、平常時モニタリングの品質を保証するためには、濃度測定についてはクロスチェックや技能試験を定期的に行ないましょう。モニタリングポストで空間線量率を測定しているものについては、定期的な校正等々をして健全性を確認しておきましょう、というようなことを書いています。
資料４－２が実際の参考資料です。簡単に説明させていただきますと、２ページのところで１－２．というところで本資料の範囲ということを書いています。
これは発電用の原子炉施設の周辺において実施される平常時モニタリングを対象としたもので、なお試験研究炉とか加工施設等については、今後の検討結果を踏まえて本補足資料に追記するものとします。
こちらの４段目、なお、のところですが、ここに書いているのは、最低限実施する必要がある平常時モニタリングの内容について記載しています。これ以上の取組の実施を妨げるものではありません、というようなところをうたっています。

　３ページに行きますと、目的を２－１、のところに（１）、（２）、（３）、（４）と書いています。　　　

　５ページ、６ページで表の形でまとめています。こういうことを実施しましょうということで、それぞれの目的に応じて実施する内容をまとめており、例えば空間線量率の評価のところでは、空間線量率を測定していきましょう、それから大気中の放射性物質濃度を測定しておきましょう、環境試料中の試料の濃度を測定しておきましょう、というようなところをまとめています。　
この表は先ほど少し説明した距離とか、何をやるのというところを少し詳しくまとめたものです。
　次に７ページから、それぞれの目的ごとに対しての実施項目を書いています。３－１というところで被ばく線量の推定のために空間線量率を測っておきましょう、というようなことを書いています。
　８ページでは、代替ということで、もし１日以上の欠測が生じるようなことがあるなら事前に可搬型モニタリングポストを設置しておいてください、ということを書いています。
　９ページにいきますと、環境試料をちゃんと取っておいてください、ということを書いています。
　１１ページからは蓄積状況の把握に関するモニタリングはこういうことをやってください。
　１２ページからは予期しない放出の早期検出のためにはこういうことをやってください、ということで、こちらも１３ページの方に空間線量率をちゃんと測定しておいてください、ということを書いているのと、１３ページの３に大気中の放射性物質の濃度を測定しておきましょう、とまとめています。
　１４ページで排水中の、というようなことを書いていますが、発電所をターゲットとした場合、排水が海に出て行く、海のどこを測ったらわかるのか、というと、海の所ではわからないので放出管のところで測ってください、ということで、こちらは事業者が測ってその状況を常時、情報共有できる体制にしておいてください、ということで、発電所側にリクエストしているところです。１４ページ・３－４では緊急時に備えるためのモニタリングということで、１５ページに空間線量率の測定、それから環境試料中の測定ということをやっておきましょう、とまとめています。
　１７ページは平常時モニタリングの結果の評価等をちゃんとしましょう、ということを書いています。１８ページの下ですが、平常時の変動幅を超過した場合はその原因の調査を行ない、施設寄与があったと判断した場合には被ばく線量の推定をして評価しましょう、ということを述べています。
　２０ページは、操業前調査は、ここは飛ばさせていただきます。
　２１ページの３－７、異常事態における状況の調査及び対応ということで、何かあった時には詳細なモニタリングが必要ですね、ということで、平常時モニタリングから緊急時モニタリングへの体制が迅速に移行できるように備えておいてください、ということで、実施体制、実施内容、留意事項等々をまとめています。　
２３ページからはその他ということで、４－２では品質保証についてうたっています。２６ページ以降はそれぞれの項目の技術的事項を解説としてまとめていますので、ま
た時間がある時にでも見ておいていただければと思います。
こういう形で発電用原子炉をターゲットとした平常時モニタリングのやり方について補足参考資料としてまとめたところで、試験研究炉、加工施設等についてはまだ検討されていませんが、特にこれから大きく外れるということはないと思います。こういう形で今後、順次まとめていって、またこういう場をお借りしましてご報告させていただければと思います。　以上です。
　○山澤委員長：はい、ありがとうございました。この指針の補足参考資料が改訂されたということで、これについて大阪府ではどのように考えておられますでしょうか。
○事務局：今回、発電用原子炉施設における平常時モニタリングに関して改めて位置付けられたということで、今後、これを基に大阪府にあるような試験研究炉、核燃料加工施設における平常時モニタリングに関しても今後とりまとまっていくと原子力規制委員会からご説明をいただいていますが、今回とりまとめられた資料の中で我々もこの平常時モニタリングに関して少し考える所がありまして、結論から申し上げますと、現在、測定しています積算線量の測定について今後、とりやめようか、ということを、今後、大阪府で整理していきたい、と思っています。それに関して本日、この場をお借りして、専門的な見地から何かご意見を賜りましたら、と思い、お時間をいただいて少し説明させていただきます。
資料４－２の５ページ、６ページに今回、各４つの目的ごとに実施すべき項目とか測定対象核種とかが整理されていますが、空間放射線線量率の測定に関しては１つ目の目的の被ばく評価、３つ目の原子力施設からの予期しない放射性物質の放出の早期検出および周辺環境への影響評価、４つ目の緊急事態が発生した場合への平常時からの備え、ということで、実施項目が挙げられています。そのうち、周辺住民の被ばく線量の評価のところですが、他の目的のところではすべて測定頻度を連続測定と書かれているのですが、被ばく評価のところだけ＊１とされており、欄外に積算線量計による測定結果も参考となります、と注釈が記載されています。これに関してもう少し詳しく説明いたしますと、１つページをめくっていただき、７ページの３－１－２の第２段落に、「なお、モニタリングポスト等による空間線量率の測定結果に基づき、被ばく線量の推定および評価を行う際には、モニタリングポスト等を設置していない地点における積算線量計の測定結果も参考となる」と記載されています。これがなぜ記載されているかと申しますと、発電用原子炉の周辺で行われているモニタリングに関しては半径３０ｋｍという広い範囲で行われており、連続測定局を設置するにはかなりのお金がかかりますので、固定観測局はポイントポイントに設置、それ以外の地点については積算線量計、ガラス線量計だけを置いた地点をモニタリングポイントとしている、という自治体も全国にあるということで、原子力規制委員会も各地方公共団体の意見を受けて、これまでやってきた積算線量に関しても参考値として扱っていいですよ、と記載した、という経緯を伺っています。　
ただ、大阪府に関しては積算線量計の測定というのは固定観測局、連続測定を行っている局と同じ地点にしか置いていない。固定観測局以外のところで、積算線量計のみを置いているポイントはない、ということで、おそらく連続測定のバックアップの目的でこれまで行われてきたものと考えており、今回、発電用原子炉の平常時モニタリングにおいて連続測定局と同じ地点に置いている積算線量計に関しては、規制委員会としてどういう扱いなのかを伺ったところ、連続測定している所と同じ所に置いても意味がないですね、というご回答を頂戴しましたので、そうであれば、現在は発電用原子炉しか決まっていませんが同じような内容で試験用研究炉等の平常時モニタリングも位置づけられるだろう、ということで、整理を開始したい、と思っているところです。これまで連続測定のバックアップとして積算線量を測ってきた、というところに関してはバックアップがなくなるではないか、という懸念をされるかと思うのですが、連続測定のバックアップに関しては非常用発電機の設置を進めておりまして、電気が来なくなっても測定できる体制を今年度中にとる予定です。
　１５局あるのですが、すべてに非常用発電機を設置できているわけではなくて、土地が狭い、あるいは屋上に設置している局ですとその施設の耐震性に関わるので置けない、といったような事情がありますので、そういう局については可搬型モニタリングポストを購入してそのバックアップ体制を今年度中に取る予定です。今回、資料４－２にある中にも代替測定として、１日以上欠測する場合は可搬型モニタリングポスト等で対応すること、となっていますので、この指針にも合った形の対応ができるものと考えています。なぜ、今から整理を始めるのか、国の方で試験用研究炉の指針が追記されてからやればいいのではないか、という考え方もあるのですが、やはり積算線量計で測るにおいても少なからずお金が、税金がかかっていますので、必要のないものであれば早めにやめてはどうか、とも考えており、今後、指針でその他の原子力施設も同様の取扱いになるであろう、ということを見据えて、積算線量の解消について検討していくことを考えています。
　　それで本日は廃止の適否とか、廃止時期、いろいろな面で今後の方向性について委員の皆さまのご意見を賜りたいと思っています。本日いただいたご意見の中身にもよりますが、早ければ今年度第２回、書面開催になるかもしれませんが、第２回、１２月頃までに整理して、廃止するのか、あるいは廃止するのであればいつ廃止するのか、というところも含めて整理していきたいと考えています。以上です。
　
　○山澤委員長：はい、ありがとうございました。ただいまの説明についてご意見、ご質問等ありましたらお願いします。
　○谷口委員：高岡さんにお聞きしたいのですが、研究炉や原子力施設に関してもだいたい同じようになるだろうというのですが、何ｋｍ圏内、例えば１０ｋｍとか、それもだいたい同じようになるということでしょうか。
　
　○高岡上席専門官：目的が同じなら、実施項目としては多分、同じことになるでしょう。ただ場所については、例えば試験研究炉では緊急時に対応する距離として５００ｍというのが出ていますので、そういう小さいエリアの話になってくるだろうということで、距離については３０ｋｍ、１０ｋｍという形はとりません。
　○谷口委員：例えば近大原子炉なんかは３０ｋｍにされると、あんな小さな原子炉でそこまでやる必要があるのかな、と思いましたので、質問させていただきました。
　○山澤委員長：高岡さんにお聞きしたいのですが、方法はだいたい同じで、スケールについては実態に合わせて、ということと思うのですが、試験研究用の各施設についてはいつごろできあがってくるのでしょうか。

　○高岡上席専門官：公式なものとしては何も持っていません。ただ、今年度の環境放射線モニタリング技術検討チームの議題にはまだ挙がらないと思います。早かったら来年度の終わりにできあがる、という形になろうかと思います。
　○山澤委員長：ありがとうございました。こういったことを頭に入れていただいて、先ほど高岡さん、それから大阪府の方の説明に対して、ご意見あればいただきたいと思います。
　確認なのですが、現在、積算線量計は連続測定している場所に並べて置いてあるということですか。
○事務局：はい、そういうことです。
　○山澤委員長：それとバックアップを今年度中に準備される、電源のバックアップとしてされるというのはすべての局について、非常用の電源をつける、という意味合いなのでしょうか。それともう１つは可搬型モニタリングポストも同じく整備されるということですけれども何台ぐらい準備される予定でしょうか。
○事務局：非常用発電機の設置ですが、全部で１５局あるうちの８局に設置いたします。残りの７局におきましては、可搬型モニタリングポストでの対応ということを考えています。
　○山澤委員長：可搬型モニタリングポストは何台揃えられますか。
○事務局：その７局分は揃える予定です。
　○山澤委員長：７局分ですね。
○事務局：はい。その予定です。
　○山澤委員長：わかりました。
ということで、連続で線量率を測るという機能自体は維持できるということを想定しているということになります。いかがでしょうか。
○村田委員：今はまだ原子炉用なので、今のところはこれにすぐに従いなさいというものではないと思いますが、現在は何に従っておられるということになるのでしょうか。
○事務局：この新しくとりまとめられた指針にも記載されているのですが、大阪府にあるような試験研究炉等につきましては、旧原子力安全委員会のとりまとめた旧指針にのっとってやりなさい、ということで、従来通りということになります。
○村田委員：今はそれに整合してないというから、その状況でまだ追記がなされていない中、積算線量計をやめるということが、いま従っている指針と整合しているかどうか、それは大丈夫なのでしょうか。
○事務局：旧指針では積算線量の測定については、「感度及び取扱いの容易さ等を考慮し、設置することが重要である」、という文言で記載されています。これをどう解釈したらよいのか、我々も少しわからないところではあるのですが、固定観測局以外の場所に積算線量計だけを置いているケースでは、「容易さを考慮して設置する」、ということになると思いますが、大阪府のように、今、連続測定をしていてバックアップはあるということであれば、同じ場所に積算線量計を置くということはあまり意味がないのではないかと考えています。旧指針に対してどう説明するのか、と言われますと、このような説明になると思います。
○村田委員：この意味は救済してあげる、という意味のような気もしますので、連続測定できない人はそれでも良いですよ、ということかな、と思います。ちゃんとそれに代わる非常用電源等を用意されるのなら、私も両方やっているのはその意味では無駄というか、やめてもいいかな、と思います。
新しい追記がいつ行われるのかわからないのですが、やるというのはどんどんやってください、なのですが、やめるというのはやりにくい。別に変なことはしていませんよ、ということを正しく担保した上でやめるという決断をすべきで、多分、多くの先生は無駄ならやめてもいいじゃないか、税金ということもあるので、とは思っていらっしゃると思いますが、合法的にというか、大丈夫ですよ、というのは担保しておいた方が良いと思います。　　　　　　
○事務局：我々も公務員なので何か担保があって仕事をするのが前提になってきます。そういった意味では国、原子力規制委員会の方でとりまとめられるご予定は来年度以降というご説明がありましたが、今すぐやめるという決断ができなかったとしても同じような時期になる公算が高いので、事前に考え方だけ整理しておき時期がくれば実際にやめる準備を事前にしておくのは良いことと思っています。いつやめるかということにつきましては、今後、行政として時期も検討しながら整理していく、ということになります。　　　
○事務局：少し私自身不勉強ではありますが、やめる理由は、もともとはバックアップのないモニタリングポストに併行して積算線量計を置いていたのですが、今年度中に非常用電源の整備や可搬式の装備を整えると、連続測定の観点からいくと二重で測っている部分が出るので、それを解消するという考え方、と自分なりに理解していたのですが、いかがでしょうか、ということです。
　○谷口委員：少数意見として聞いて欲しいのですが、完全に無駄ではないと思いますね。積算線量計というのはガラス線量計のことと思うのですが、電気的に測る検出器と全然違う方法で測っているというのは非常に大事です。雷のようなあるいはもっとすごい電気的なノイズが来た場合、必ず影響を受けるのですが、積算線量計はほぼ影響を受けない。全然違う方法で測っているので、何か変なことが起こったときに１つの非常に有力な証拠になる可能性があると思います。何も起こらないときは本当に無駄なのですけれども、完全に無駄ではない、ということを伝えておきたいと思います。
　○山澤委員長：確かにその通りだと思いますね。ただ、先ほどのご説明ですと、そういった場合は可搬型で代替が比較的早期にきくというところが考えられる。

ただ、今回の年度報告書の中で積算線量計の値について触れていますが、解釈が難しいのですが逆にまずいところがある、というと語弊があるかもしれませんが、値としては近いのですが、連続的に測っている値を時間で積分した値とは同じにならないですよね。測っている対象が少しだけずれているところもあるので。そうするとやっぱり、解釈が難しいですけれど、線量の差についても評価しなければいけない、という気がしますし、冗長性というか、バックアップという観点では先ほども説明があったようにかなり今回準備されている、ということですので、私としても方向としてはやらなくても良いのかな、という気がしています。
タイミングとしては先ほどあったように、合法的というか、あまりいろいろなところで齟齬が出ないように注意していただくのが良いのかもしれません。ただ、高岡さんにお聞きしたいのですが、発電用原子炉ではない方の参考資料についても同じような考え方になるということについてはかなり確からしい、ということでよろしいでしょうか。
　○高岡上席専門官：環境放射線モニタリング検討チームの委員の方々のご意見にもよると思いますが、我々事務局側として出す方向としてはその方向で行こうと思っています。なぜなら線量評価をしましょう、といった時には、施設起因のものを評価しましょう、ということを考えています。施設起因のものだけを評価するためには積算線量計ではできないので、施設起因を切り分けて評価しましょうということをメインに考え方として持ってくるならば、積算線量計ではなく線量率計をちゃんと置いておきましょう、それで評価しましょう、という方向にいくのだと思いますので、事務局側ではそれで整理して議論していただく方向にしようと思っています。
　○山澤委員長：はい、ありがとうございました。他に何かご意見ございますでしょうか。
　　
○村田委員：ある意味税金の無駄遣いということもおっしゃっていたと思うのですが、どれくらいお金がかかるのか。確かに谷口先生がおっしゃることはよくわかる。両方やっておいてもいいかな、という気持ちもあるのですが、いくらなんでもお金がかかり過ぎるからやめた方がいいんじゃないのか、という考えもあるんじゃないでしょうか。
お金の件はもう少し考えた方がよいのかな、と思います。
　○山澤委員長：お金の件で何かありますか。どういうタイミングでお金がかかるとか。
○事務局：ガラス線量計に関しては、大阪府庁にガラス線量計のリーダーとか、その他、ガラス線量計を初期化する乾燥炉など、いろいろ設備がありまして、その年間の保守管理、校正点検に年間３０万円ぐらい、ガラス線量計の測定については日本分析センターとのクロスチェック、つまりうちのガラス線量計のリーダーが確かな値を出しているかという意味でクロスチェックをしておりまして、それに年間１２０万円ということで、運転に関しては１５０万円程度かかっています。あと、今、２台目なのですが、設備の更新が大体、１台目の運用期間から考えると２、３年後ぐらいに８００万円ぐらい設備投資が必要かな、というところです。これが高いか、安いかというのは個人の感覚によるとは思うのですが、我々としましては少なからず税金がかかっていますし、職員の人件費もかかっているというところもありますので、その点で無駄を省いていこうという意識を持っているということです。
　○山澤委員長：そうすると２、３年後というのはなかなか良さそうな、キリがいいかなという感じかもしれませんね。もう一回先ほどの高岡さんの説明で平常時モニタリングの品質保証というのがありましたけれども、この積算線量計の測り方についてはそれが品質保証にどういった形でかかってくることになるのでしょうか。
　
　○高岡上席専門官：今のこの指針での品質保証のあり方については、積算線量計については特に何かを意識して書いているわけではないです。ただ、クロスチェックはしましょう、ということを書いていますので、同じような形で必要に応じてクロスチェックしていただいて、今でいうと分析センターとの値の比較というのをやっていただくことになる、と思います。これをそのまま使うとやはりクロスチェックはしてないという形にはなります。
　○山澤委員長：測定項目がある限りはちゃんと品質保証はしてくださいと。
　○高岡上席専門官：はい。　
　○山澤委員長：他に何かありますでしょうか。よろしいでしょうか。
　概ね、廃止する方向かな、というご意見で、後はタイミング的にもタイトな関係でどのように進めていくか、については大阪府の方で考えていただくということかと思いますので、また、ご提案いただければと思います。
そういったところも踏まえてまた次回までに考え方をまとめていただいて、ご提案を　いただくという形でよろしいかと思いますが、いかがでしょうか。　はい、どうぞ。
· 事務局：委員長、お聞き取りいただきましてありがとうございます。
意見が出ましたが、補足参考資料が変らない現行の中で齟齬がないかという大前提と、今回廃止するとしたら廃止するタイミングの妥当性の理屈ですが、税金というのも生々しい話ですので、少し事務局としても整理させていただいて、高岡さんからお聞きするともう少し試験研究炉等については時期がかかりそうで今年度中というわけにはいかないような気もしますので、早急に廃止する場合の理屈、シナリオについては、少し事務局の方で整理させていただいて、次回の会議の場でまたご提案差し上げたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
○山澤委員長：はい、よろしくお願いいたします。
以上で、提示されていた議題は終了しましたけれど、ご出席の方、何かありますでしょうか。よろしいでしょうか。それでは進行の方、事務局にお返しします。
○事務局：山澤委員長、ありがとうございました。
本日は委員の皆さまから貴重なご意見を賜り、ありがとうございました。
本日、ご議論いただいた平成２９年度の年報につきましては、速やかに公表させていただきます。以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。
本日はありがとうございました。
以上
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